
2026年6月19日

（単位　円）

科　目 金　額 金　額

(資産の部)

   流動資産 246,082,348 26,279,313 

     現金預金 243,945,497 4,835,530 

     未収入金 2,475 422,000 

     未収法人税等 29,200 6,815,200 

     前払費用 2,105,176 215,185 

 8,129,128 

 5,862,270 

 

 

 

 

 

 

 

 

   固定資産 34,547,018 20,477,872 

     有形固定資産 3,947,047 15,747,872 

       建物 148,317 4,730,000 

       建物附属設備 436,671 

       器具･備品 3,362,059 

     無形固定資産 787,351 

       ｿﾌﾄｳｪｱ 568,951 46,757,185 

       電話加入権 218,400 

     投資その他の資産 29,812,620 233,872,181 

       敷金･保証金 19,086,742 10,000,000 

       繰延税金資産 10,725,878 223,872,181 

 2,500,000 

 221,372,181 

          別途積立金 60,000,000 

 161,372,181 

 (10,253,869)

 

 

 

 

 

 233,872,181 

   資産合計 280,629,366    負債及び純資産合計 280,629,366 

         繰越利益剰余金

 

 

 

   固定負債

     退職給付引当金

     役員退職慰労引当金

     利益剰余金

 

 

   純資産合計

         (当期純利益)

 

 

 

 

       利益準備金

       その他利益剰余金

香川県高松市亀井町７番地１５
百十四ビジネスサービス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 組 橋 和 浩

     賞与引当金

(負債の部)

   流動負債

 

 

(純資産の部)

   株主資本

     資本金

 

 

 

 

   負債合計
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     預り金

科　目

     未払費用

     未払法人税等

     未払消費税

     その他流動負債

 



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　①有形固定資産

　　　　　有形固定資産の減価償却は定率法により償却する。ただし、有形固定資産のうち建物、

　　　　　建物附属設備、構築物については定額法により償却する。一括償却資産は３年均等

　　　　　償却する。

　　　　②無形固定資産

　　　　　無形固定資産の減価償却は定額法により償却する。（自社利用のソフトウェアについ

　　　　　ては社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却する。）

（２）引当金の計上基準

　　　　①賞与引当金

　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に対応する金額を

　　　　　計上する。

　　　　②退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

　　　　　に基づき必要額を計上する。

　　　　③役員退職慰労引当金

　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等の基準に関する内規に基づく

　　　　　期末要支給額を計上する。

（３）リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。

（４）消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

 


